
第１０章 パネル分析

１ パネルデータとその意義

（パネルデータ）

都道府県別のデータは一時点では４７である。こ

のようなデータをクロスセクションデータといっ

た。また２０年間にわたる東京都のデータを時系列

データといった。４７都道府県のデータを２０年間集

めたようなデータをクロスセクションと時系列

データのプーリング・データ（pooling cross―sec-

tion and time―series data）あるいはパネルデー

タ（panel data）という。

より一般的にいえば同一経済主体について複数

時点のデータを集めたものをパネルデータという。

売上げと設備投資の関係を検証しようとして、上

場企業の財務データが、

というように、５社のデータが８年分あるような

ケースである。パネルＡでは時点毎に各経済主体

のデータが並べられている。パネルＢでは各経済

主体毎にデータが並べられている。

このようにある経済主体ｉについてｔ時点の

データｙ（たとえば売上げ）が得られるとき、そ

れをyitと表記する。このパネルデータを用いた分

析をパネル分析（panel analysis）という。

上にあげた例のように全ての経済主体ｉについ

て全ての時点ｔのデータが揃っているとき、これ

をバランスしたパネルデータ（balanced panel

data）という。ある経済主体iについて一部の時

点のデータが欠如しているデータをアンバランス

なパネルデータ（unbalanced panel data）とい

う。たとえば企業が合併したり倒産するとその企

業のデータは得られなくなる。そのような企業

データを含むのがアンバランスなデータの典型で

ある。企業や家計のパネルデータはアンバランス

であることが多い。

（パネルデータの意義）

わが国では企業財務データ、地域経済データが

利用可能な代表的なパネルデータである。した

がって企業行動や地域経済動向の分析にはパネル

分析がよく行われる１）。このパネルデータを使用
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することの利点としてBaltagiやHsiaoは以下のよ

うな点を上げている。

�１ 経済主体間の異質性をコントロールするこ

とができる。たとえば旧財閥系企業と新興企業で

は借り入れ行動に差があることが指摘されている。

クロスセクションデータには旧財閥系企業もあれ

ば新興企業もあるだろう。しかし時系列データで

は旧財閥系企業の性質は時点を通じて変わらない

（time invariant）ので、その差をとらえること

はできない。

逆に時間を通じては変化するが、ある一時点で

は共通するというデータもある。たとえば代表的

な嗜好品でありかつ税収も多いタバコの販売価格

とビールの販売価格は全国共通である。一時点の

都道府県別データ（クロスセクションデータ）で

タバコとビールの消費需要関数を分析しようとし

ても、両者の相対価格の効果を知ることはできな

い。

いずれのケースもパネルデータであればそれら

をコントロールすることができる。

�２ サンプル数が増え自由度が増す。変数間の

変動がより起きて多重共線関係が起こりにくい。

Ｎ個の経済主体のＴ期間のデータを集めればサ

ンプルはNTとなり、時系列データ（Ｔ個）やク

ロスセクションデータ（Ｎ個）に比べて自由度が

増える。その結果検定の信頼性が高まる。

また金利（銀行預金金利と郵貯金利）は同じ時

点で同じような動きを示す。時系列データで銀行

預金金利と郵貯金利を用いれば多重共線関係が起

こるであろう。地域別に見た場合には銀行の金利

は異なるので、その変動を合わせて利用するパネ

ルデータでは、この問題を回避できる可能性があ

る。

�３ 動学的最適化や動学的調整問題を分析する

ことができる。

たとえば地域別の失業率の変化や地価の変動を

分析するには、パネルデータが不可欠である。さ

らにパネルデータは経済主体固有の性質からくる

異質性を除去した後の効果を見る上でも有益であ

る。たとえば日本の地域経済データに関していえ

ば首都東京は独特の地位を占める。その東京の異

質性の効果を

yit＝a＋b１xit＋b２TokyoDummyi＋eit １０．１）

のように、ｉ＝東京の場合１とし、その他の場合

０とする０－１のダミー変数（TokyoDummyi）

で見ることもできるであろう。しかし差分を取る

こと（すなわち△yit＝yit－yit―１）によって

△yit＝a’＋b１△xit＋uit １０．２）

とし、ｘの変動がｙの変動に与える効果を見るこ

とができる。これによって直接観察されないtime

invariantな変数の影響を除去できる（もちろん

観察されるtime invariantな変数の影響も除去で

きる）。

�４ より複雑な動きを分析できる。

生産がフロンティア曲線上にあるかどうか、あ

るいはある企業の倒産確率がどのように変化して

いるかは個別企業特有の事情とその時々の特殊事

情の双方をコントロールする必要がある。これは

パネルデータを用いてコントロールすることがで

きる。

（パネルデータの問題）

パネルに特有の問題もある。それはサンプルか

ら落ちていく（attrition）問題である。企業が倒

産すればその企業はサンプルから除去され、アン

バランスドパネルとなる。このことは家計のパネ

ル分析ではしばしば問題となる。その場合でもア

１）日本では家計のパネルデータは極めて乏しい。国際的に有名なパネルデータとしてミシガン大学のPanel Study of Income Dy-
namics（PSID）、オハイオ大学のNational Longitudinal Surveys of Labor Market（NLS）がある。
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ンバランスドデータにより分析を進めることがで

きる２）。

より大きな問題はパネルデータは、通常の例で

は経済主体の数（N）は多いが、期間（T）は短

いということである。様々な仮説の検定は大標本

理論に依存している。パネルデータの多くは年単

位で作成されるのでＴは決して大きくはない。そ

のためにＮを十分多く確保しておく必要がある。

またＴが十分大きいことを前提とする仮説検定方

法や推計方法は使用を避けることが望ましい。

実際にもパネルデータは２時点間で分析される

ことがある。上場企業の財務分析では１０年間もあ

れば、Ｔとしては多い方である３）。

２ パネルデータのOLS推計

以下説明の便宜のために、データはバランスし

ているものとする（アンバランスの場合でも本質

は変わらない）。

yit＝a＋bxit＋eit １０．３）

を考える。eit～iid（０，σ２）であり、a、bが時

間を通じ一定かつ経済主体を通じ一定であれば単

純にOLS推定を行うことができる（パネル分析と

の対比でplain OLSということがある）。この時パ

ネルデータの特殊性や経済主体特有の効果は考え

られていない。

次に以下のようなモデルを考える。

yit＝a＋bxit＋eit １０．４a）

誤差項について

eit＝αi＋vit １０．４b）

という構造を考える。xitはvitと相関しない、vitは

標準的線形回帰モデルの仮定を充たす誤差項とす

る。すなわち

E（vit）＝０，E（vit２）＝V（vit）＝σv
２，

E（vitvjs）＝Cov（vit，vjs）＝０ for i≠j，t≠s

とする。ここでαiは経済主体特有の効果（individ-

ual effect）と呼ばれているものである。

αiと説明変数xiが無相関であれば変量効果モデ

ル（variance component model, error component

model）、あるいはランダム・イフェクトモデル

（random effect model）という。これに対しαi

とxitが相関していれば固定効果モデル、フィック

スド・イフェクトモデル（fixed effect model, co-

variance model）という。具体的には

E（αixit）＝Cov（αi，xit）＝０ １０．５a）

E（αixit）＝Cov（αi，xit）≠０ １０．５b）

で示される。すなわち１０．５a）式を充たせばBales-

traとNerloveによって提唱されたランダム・イ

フェクトモデル、１０．５b）式を充たせばフィック

スド・イフェクトモデルである。

３ フィックスド・イフェクトモデル

３．１ ダミー変数を用いるケース

まずαiが説明変数xiと相関する１０．５b）式の

ケースを見てみよう。説明変数と誤差項が相関を

持つので、１０．４a）式をOLSで推定するとOLS推

定量は不偏性も一致性も持たない（第５章参照）。

時点が２期であるとして１０．１）式と１０．２）式を考

えよう。

yit＝a＋b１xit＋b２TokyoDummyi＋eit

t＝１，２，i＝１，…，N １０．１）

eit＝αi＋vit

１０．１）式の差分を取ることによって

△yit＝b１△xit＋△eit i＝１，…，N １０．２）′

となり、△eit＝△vitは明白である。差分を取るの

２）企業分析を行おうとするとき、倒産企業や合併企業のデータを除いて企業行動を分析することは望ましくない。それを行えば
相対的に健全な企業や合併を行わない企業の分析にとどまり、サバイバル・バイアス（survival bisa）が生じる。

３）家計のアンケート調査では、回答拒否や回答誤差（思い違い）の問題もある。これらについては次章のprobit分析で触れるこ
とにする。
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で時間を通じて一定のtime―invariantな変数（こ

こでは定数項、αiとTokyoDummyi）は除去され

る。このとき

E（△xit△eit）＝Cov（△xit，△eit）

＝Cov（△xit，△vit）＝０ １０．６）

となる。これから１０．２）’式をOLSで推定すると固

定効果モデルの推定量は一致性を持つことが分か

る。

つぎにより一般的に期間がＴ、経済主体がＮと

いうケースを考えよう。

フィックスド・イフェクトモデルは経済主体特

有の効果、あるいは各時点に特有の効果があると

いうことを意味している。これらはダミー変数で

とらえることができる。たとえば経済主体毎のダ

ミー変数を考え、

yit＝α１Dummy１i＋α２Dummy２i＋…

＋αNDummyNi＋bxit＋vit １０．７）

とすることが考えられる。Dummyjiはｉ＝ｊの

時１とし、その他の時０とする０－１ダミー変数

である。このようにダミー変数を使う方法をダ

ミー変数最小自乗法（least squares dummy vari-

ables model, LSDV）ということがある４）。

経済主体毎に個別効果があるかどうかの検定は

Ｆ検定で行うことができる。個別効果がなければ

yit＝α１＋bxit＋vit １０．８）

である。帰無仮説は個別効果はないとして、

H０：α１＝α２＝…＝αN １０．９）

である。対立仮説H１：はH０ではないである。

１０．８）式の残差平方和をRSSr、１０．７）式の残

差平方和をRSSuとし、

F＝
（RSSr－RSSu）／（N－１）
RSSu／（NT－（N＋１））

１０．１０）

を自由度N－１、NT－（N＋１）でF検定を行う（N

Tはサンプル総数である。アンバランスなデータ

であればその総数となる）。説明変数がｋ個であ

れば、

F＝
（RSSr－RSSu）／（N－１）
RSSu／（NT－（N＋k））

１０．１０）′

を検定する。帰無仮説が正しければＦは自由度N

－１、NT－（N＋k）のＦ分布に従う。

時点特有の時間効果もダミー変数を使い

yit＝c１TimeDummy１t＋c２TimeDummy２t＋…

＋cTTimeDummyTt＋bxit＋vit １０．１１）

をOLSで推計すればよい。この場合TimeDum-

myjtはｊ＝ｔの時１とし、その他の時０とする０

－１ダミー変数である。経済主体特有の効果の場

合と同様に時間効果があるかどうかをＦ検定で検

定することができる。時間効果のない場合c１＝c２

＝…＝cT＝０となる５）。

さらに個別効果と時間効果を共に考えた

yit＝α＋α２Dummy２i＋・＋αNDummyNi

＋c２TimeDummy２t＋・＋cTTimeDummyTt

＋bxit＋vit １０．１２）

をOLSで推計することができる６）。

個別効果、時間効果が共に無いという帰無仮説

は１０．１２）式の残差平方和をRSSu２とし、帰無仮説

４）もちろん１０．７）式のかわりに
yit＝α＋α２Dummy２i＋…＋αNDummyNi＋bxit＋vit

をOLSで推定し、H０：α２＝…＝αN＝０をＦ検定で検定することもできる。
５）もちろん１０．１１）式の代わりに

yit＝c＋c２TimeDummy２t＋…＋cTTimeDummyTt＋bxit＋vit
をOLSで推定し、H０：c２＝…＝cT＝０をＦ検定で検定することができる。

６）ここでも１０．１２）式の代わりに
yit＝α＋α１Dummy１i＋α２Dummy２i＋・＋αNDummyNi
＋c１TimeDummy１t＋c２TimeDummy２t＋・＋cTTimeDummyTt＋bxit＋vit

を推定することが考えられる。しかしΣjDummyji＝ΣkTimeDummykt＝１が成立する。すなわち、完全な多重共線関係が存在
する。これを避けるためにΣiαi＝Σtct＝０の制約がおかれている（第１経済主体のダミーと時間効果の第１期ダミーが除かれ
ている）。

１１６郵政研究所月報 ２０００．１



を

H０：α２＝…＝αN＝０かつc２＝…＝cT＝０

とする。つぎのＦ検定を行うことができる。

F＝
（RSSr－RSSu２）／（N＋T－２）
RSSu２／｛NT－（N＋T）｝

１０．１０）′′

１０．１２）式は

yit＝αi＋ct＋bxit＋vit １０．１３）

においてctが観察不能な時点特有の効果（ただし

個別の経済主体にとっては共通）を表すものと考

えることができる。誤差項にvit以外に個別効果の

αiと時間効果ctの２つの要素を考慮するので、

two factor modelといわれることがある（これに

対し１０．４a）式と１０．４b）式をone factor modelと

いうことがある）。

以上の例ではパラメータｂは各経済主体、各時

点で共通であると仮定していた。パラメータが経

済主体毎に異なるという

yit＝α＋Σj＝２αjDummyji＋Σs

＝２csTimeDummyst＋（Dummy２i*b２）xit

＋…＋（DummyNi*bN）xit＋bxit＋vit

１０．１４）

を考え、Ｆ検定を行うことができる。ただしこの

場合は、推定すべきパラメータが１＋（N－１）＋

（T－１）＋（N－１）＋１となり、自由度が著しく

減少してしまうという問題がある。

３．２ グループ内変換モデル（within―group es-

timator model）

yit＝αi＋bxit＋vit １０．１５）

において個別経済主体（グループ）毎の平均yi＝

（１／T）Σtyit、xi、viを考える。１０．１５）式より、

下記のyiのモデルが得られる。

yi＝αi＋bxi＋vi １０．１６）

そこで１０．１５）式から１０．１６）式を引くと

yit－yi＝b（xit－xi）＋（vit－vi） １０．１７）

i＝１，…，N、t＝１，…，T

を得る。これは１０．２）′式と同じく経済主体特有の

効果は除かれている。平均からの偏差を取った変

数について回帰するので、全てのデータを利用し

た１０．１７）式のOLS推定量をグループ内推定量

（within―group estimator, within estimate）と

いうことがある。

ダミー変数を使ったLSDV（１０．７）式のOLSに

よる推定量と平均からの偏差による回帰分析

within estimator（１０．１７）式のOLSによる推定量

のbの推定量は同値となるとともに、推定量の分

散やt値も同値となる。１０．１７）式と比較して

LSDVは自由度が減少するように見えるが、

１０．１７）式の実際の自由度は全く同じである。

１０．１７）式の場合同時に推定する係数の方が少い

ので、１０．１７）式の方が計算上では便利であるが、

固定効果の推定値は直接に得られない７）。

３．３ 関連モデルと推定量

まず次のモデルを考える。

yit＝αi＋bixit＋vit １０．１８）

vitは標準的線形回帰モデルの仮定を充たすとする。

推定量を紹介する前にいくつかの記号を定義する。

ここでグループ内平均からの偏差を取り次のよう

に定義する（within groups）。

wxi＝Σt（xit－x‾i）２ Wx＝Σiwxi

wxyi＝Σt（xit－x‾i）（yit－y‾i） Wxy＝Σiwxyi

次に全サンプルの平均をy‾、x‾とし、その偏差

を取り以下のように定義する。

Tx＝ΣiΣt（xit－x‾）２

Txy＝ΣiΣt（xit－x‾）（yit－y‾）

７）経済主体が数千もあるようなパネルデータで固定効果を一々解釈することは実際的ではない。また論文に報告するには余りに
も煩瑣である。そのような場合固定効果の報告は省略される。
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さらに

Bx＝Tx－Wx

Bxy＝Txy－Wxy

を考える（これをbetween groupsということが

ある）８）。

１０．１８）式のyit＝αi＋bixit＋vitを各経済主体毎に

推定した場合のOLS推定量は

b^ i＝
wxyi
wxi α^i＝y‾i－ b^ ix‾i １０．１９）

である。

全サンプルをプールし、ｘのパラメータも定数

項も共通（すなわちb＝b１＝…＝bN，α＝α１＝…

＝αN）であるとして

yit＝α＋bxit＋vit １０．２０）

を推計したならば

b^＝
Txy
Tx
＝
Wxy＋Bxy
Wx＋Bx

α^＝y‾－ b^ x‾

v
�

it＝yit－α^－ b^ xit １０．２１）

である。

全サンプルをプールし、ｘのパラメータは共通

（すなわちb＝b１＝…＝bN）であるが、定数項は

経済主体毎に異なる

yit＝αi＋bxit＋vit

としてフッイクスド・イフェクトモデルを推計し

たならば

～b^ ＝
Wxy

Wx
α^i＝y‾i－ b^ x‾i vit＝yit－α^i－ b^ xit

１０．２２）

である。

１０．１８）式の場合に１０．１６）式と同じような形に

すると

y‾i＝α＋bx‾i＋v‾i i＝１，…，N １０．２３）

となる。これをOLSで推定すると

b^＝
Bxy
Bx

α^＝y‾－ b^ x‾ v^ i＝y‾i－α^－ b^ x‾i

１０．２４）

となる。これをグループ間推定量（between―

group estimator, between estimate）ということ

がある。

４ ランダム・イフェクトモデル

１０．４a）式と１０．４b）式を再び考えよう。

yit＝a＋bxit＋eit １０．４a）

eit＝αi＋vit １０．４b）

xitはvitと相関しない、vitは標準的線形回帰モデ

ルの仮定を充たす誤差項とする。すなわち

E（vit）＝０，E（vit２）＝V（vit）＝σv
２，

E（vitvjs）＝Cov（vit，vjs）＝０ for i≠j，t≠s

E（αixit）＝Cov（αi，xit）＝０

の条件が充たされているケースを考えよう。

αiに関し

E（αi）＝０，E（αi
２）＝V（αi）＝σα

２，

E（αiαj）＝Cov（αi，αj）＝０ for i≠j

E（αivit）＝０，

を仮定する。そうするとeitは

E（eit）＝０、

E（eitejs）＝Cov（eit、ejs）

＝σα
２＋σv

２ for i＝j，t＝s

＝σα
２ for i＝j，t≠s

＝０ その他

である。

説明変数と誤差項は相関しないので１０．４a）式

のOLS推定量も不偏性と一致性は充たす。ただし、

誤差項は相関するのでOLSは有効推定量ではない

８）ここで
ΣiΣt（xit－x‾）（yit－y‾）＝ΣiΣt（xit－x‾i）（yit－y‾i）＋Σi（x‾i－x‾）（y‾i－y‾）
を簡単に証明できる。すなわちBxy＝Σi（x‾i－x‾）（y‾i－y‾）。

９）以下の説明はMaddala［１９７７］, Kmenta［１９９７］による。
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し、仮説検定も問題になる９）。BLUEを得る一つ

の解決策としては、１０．４a）式を変換することに

よって誤差項が相関しなくなるようにすることで

ある。具体的には

yit－cy‾i＝a（１－c）＋b（xit－cx‾i）＋（vit－cv‾i）

１０．２５）

において（１－c）２を次のように

σv
２

Tσα
２＋σv

２

選ぶと、（vit－cv‾i）は互いに相関しないことを証

明することができる。１０．２５）式は標準的線形回

帰モデルの仮定を充たすので、１０．２５）式をOLS

で推定すればOLSはBLUEになり、仮説検定も行

うことができる。これはランダム・イフェクトモ

デルの一般化最小自乗法の推定量になる。

この推定量は次にのように表現できる。

b^＝
Wxy＋θBxy
Wx＋θBx

θ＝
σv

２

Tσα
２＋σv

２ １０．２６）

１０．２６）式と１０．２１）式を比較すると、１０．２１）

式は１０．２６）式でθ＝１の特殊ケースであること

が分かる。同様に１０．２２）式は１０．２６）式でθ＝０

の特殊ケースであることが分かる。

T→∞となればθ→０となる。したがって時間

が十分多くなればランダム・イフェクトモデルは

フイックスド・イフェクトモデルに収斂する。

σα
２＝０のケースでは、全サンプルをプールし

たOLSの推定量と一致する。

ｃ又はθは未知の係数なので１０．２５）式をOLS

で推定するのは非現実的である。ｃ又はθを推定

する必要がある。c、θについては第一段階でフ

イックスド・イフェクトモデル（LSDV）を推定

～し、１０．２２）式の残差（vit）より

～σ^２v＝ΣΣvit２／（NT－N－１） １０．２７）

とし、これがσ２vの推定量となる。１０．２５）式の残

差（ v^ i）より
＾σ^２＝ΣΣv‾i２／（N－２） １０．２８）

とし、これはσα
２＋σv

２／Tの推定量となるので

σα
２の推定量は

σ^α
２＝σ^２－σ^２v／T １０．２９）

として得られる。第二段階でこれを用いc又はθ

を計算する１０）。

（Eviewsによる推定例）

３７都県市の地方公営企業（バス事業）の５年分

（９３―９７年度）のデータによりパネル分析を行っ

てみよう１１）。データが次のように入力されていた

とする（図１のパネルAの形式）。＿city１，＿city

２云々は個別経済主体の名前（各地の公共バス事

業者）である。経済主体を識別するものである（名

前の前または後に＿を付ける）。年度（yearと表記

する）、生産（seisan，延べ輸送人キロの対数値）、

車両数（sharyo，対数値）、労働者数（labor，対

数値）が入力されている。仮にファイル名をa：

bus.txtとしてAドライブに保存してあるものとす

る。

＿city１ １ １３．７１４７８ ７．５９７８９８ ８．２５８９４１

＿city２ １ １２．６２９０７ ６．１４２０３７ ６．４０８５２９

＿city３ １ １２．７８３０９ ６．３５４３７０ ６．９８１９３５

………………………

＿city３５ １ １１．１７２０１ ５．２９３３０５ ５．７９９０９３

＿city３６ １ ９．２８６７４６ ３．２９５８３７ ３．５８３５１９

＿city３７ １ １１．２８４０５ ５．２１４９３６ ５．７２３５８５

………………………

＿city１ ５ １３．６７８９１ ７．５７３０１７ ８．２４９０５２

＿city２ ５ １２．４７４０７ ６．１６７５１７ ６．３０８０９８

＿city３ ５ １２．５５１７９ ６．２６９０９６ ６．７７９９２２

………………………

１０）ランダム・イフェクトモデルに関しても、個別効果と時間効果の双方を考慮したtwo factor model
eit＝αi＋ct＋vitを考えることができる。

１１）地方公営企業のデータは横浜市立大学経済学研究科山下耕二氏によって収集された。山下耕二氏に謝意を表します。
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＿city３５ ５ １１．１０６０７ ５．３１３２０６ ５．７９９０９３

＿city３６ ５ ９．１８８１９７ ３．２９５８３７ ３．５８３５１９

＿city３７ ５ １１．２２９６１ ５．２２５７４７ ５．８４３５４４

このデータを利用して地方公営バス事業者の生

産関数

seisanit＝αi＋b１sharyoit＋b２laborit＋vit

の推計を試みよう（ちなみに＿city１が東京都＿city

２が長崎県である）。

Eviewsのパネルのプログラミングは、OLSな

どとは若干異なる。まず作業領域を設定する。そ

のためだけのプログラムを作成する。

workfile a：koutu a１９９３１９９７

（ａは年次データであることを示す。期間が

１９９３から１９９７年であることを指定している）

ここで実行し、作業領域を確保する。次にメ

ニューバーで

Objects／Newobject

を選択し実行する。

Type of Objectと聞いてくるのでPoolを選択す

る。名前を付けるかどうかをName for Objectと

して聞いてくる。後の作業のために必ずこの名前

を付ける。仮にここではpankouと名付けて実行

している。

その次に

Cross Section Identifiers：（Enter identifiers

below this line）と経済主体の名前（個別主体の

識別変数）を聞いてくる。このケースでは＿city

１から＿city３７が各々の地方公営バス事業者の名

前であるから、これを入力する。Defineで確定す

る。

次にデータを読み込む。

Procs／Import Pool data（ASC II,. XLS,. WK？）

を選択し実行する。ダイアログ上でa：bus.txtを

選択する。

図１０．１ パネルデータの読み込み
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ASC II Text Importの画面となる（図１０．１参

照）。

List of ordinary & pool［specified with？］se-

ries names：

の欄に変数名を入れる。このとき変数の末尾に？

を必ず加える（これで個別主体の識別変数と関連

付けが行われる）。ここで＿cityはcityと変更され

ていることに注意してほしい（＿が付けられてい

ない）。

データの入力方法に応じてData Order, Group

observations, Delimitersのそれぞれを選択する

（ここではパネルAの形式なのでin Columns, by

Date Spaceが選択されている）。

次にパネル推計のためにEstimateを選択する

（図１０．２参照）。

seisanit＝αi＋b１sharyoit＋b２laborit＋vitを推計す

るために

Dependent Variableにseisan？、Common

coefficientsにsharyo？ labor？と入力する（こ

こでも変数名の後に？を付ける）１２）。

モデルとウエイトの選択をInterceptとWeight-

ing

InterceptのNoneは定数項のないモデルであ

る１３）。

InterceptのCommonとweightingのNo weight-

ingの組合せはplain OLSに相当する。

InterceptのFixed effectsとweightingのNo

weightingの組合せは経済主体毎の効果をダミー

変数でとらえたLSDVに相当する。

InterceptのCommonとweightingのCross sec-

tion weightingの組合せは、１０．２０）式において

グループによって誤差項の分散が異なることを考

１２）Cross section specific coefficientsは経済主体毎にパラメータが異なると予想される場合に用いる。
１３）固定効果の標準偏差を求めるときにNoneを選択し、Cross section specific coefficientsの欄に定数項を入れる。

図１０．２ パネル推計
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慮する推定方法である。まず１０．２０）式をplain

OLSで推定し、σ
�

i
２＝（１／T）Σt＝

T
１vit２を計算し、

１０．２０）式を次のように変換する。

yit／σ
�

i＝α／σ
�

i＋bxit／σ
�

i＋vit／σ
�

i １０．３０）

１０．３０）式をOLSで推定する。これは１０．２０）式を

GLSで推定することと同じである。

InterceptのFixed effectsとweightingのCross

section weightingの組合せは、１０．７）式におい

て、グループによって誤差項の分散が異なること

を１０．３０）式と同様に考慮する推定方法である。

InterceptのRandom effectsとweightingのNo

weightingの組合せは、１０．２５）式に相当する。

最初にInterceptのFixed effectsとweightingの

No weightingの組合せを選んでLSDVを推計して

みよう。結果は表１０．１に掲げるとおりである。

上欄に推計方法がPooled Least Squares（LSDV）

であることが示されている。クロスセクション

（経済主体）の数が３７、時点が５でサンプル総数

が１８５でバランスしたパネルデータであることが

表示されている。

車両（sharyo）の符号は負（統計的には非有

意）と、理論条件を充たしていない。労働者数は

１．１と１％水準で有意に正である。各バス事業者

の固定効果が次に示される（＿cityj―cとして表示

されている）。東京は６．９（＿city１―cの係数）と

相対的に高いが、長崎県の７．５（＿city２―cの係数）

を下回っている。長崎県の方が生産性が高いこと

が分かる１４）。

このダミー変数によるLSDVで車両数が延べ人

キロで見た生産に影響しない（符号が負）という

のは若干不自然である。各経済主体のウエイトが

等しいという仮定に問題があるのかもしれない。

次 にInterceptのFixed effectsとweightingの

表１０．１ フィックスド・イフェクトモデル

（LSDV）の例

Dependent Variable: SEISAN？

Method: Pooled Least Squares

Sample：１９９３１９９７

Included observations：５

Number of cross–sections used：３７

Total panel（balanced）observations：１８５

Variable Coefficient Std. Error t―Statistic Prob.

SHARYO？

LABOR？

Fixed Effects

_CITY１－C

_CITY２－C

_CITY３－C

_CITY４－C

_CITY５－C

_CITY６－C

_CITY７－C

_CITY８－C

_CITY９－C

_CITY１０－C

_CITY１１－C

_CITY１２－C

_CITY１３－C

_CITY１４－C

_CITY１５－C

_CITY１６－C

_CITY１７－C

_CITY１８－C

_CITY１９－C

_CITY２０－C

_CITY２１－C

_CITY２２－C

_CITY２３－C

_CITY２４－C

_CITY２５－C

_CITY２６－C

_CITY２７－C

_CITY２８－C

_CITY２９－C

_CITY３０－C

_CITY３１－C

_CITY３２－C

_CITY３３－C

_CITY３４－C

_CITY３５－C

_CITY３６－C

_CITY３７－C

－０．３１１９０７

１．１０８２３７

６．９１４７３６

７．４５８２１１

７．００３３５５

６．８１０２４８

６．８２３７６５

６．４０１１３０

６．９０２２０６

７．１０１８８７

６．７４２７０２

６．８７９９２３

６．７１７８３４

６．２９９９１８

６．９２５３１５

６．６３７８４８

６．６４５８３５

６．２１３９７６

６．３５１１７４

６．６２２５９３

６．７００２３８

６．３２２３７０

６．１５８４０２

６．２７８０７８

６．５４７４８６

６．７８４３４６

６．０７０５１７

６．５７３２８２

６．６７９０５５

６．２７７０５６

６．４３７９０９

６．６９００２７

６．４３５６６４

６．５０６０６４

６．８７０１６０

６．４７０４７４

６．３７１６６１

６．２７２２０２

６．４９３８２１

０．２３６０１０

０．１８４８４３

－１．３２１５８４

５．９９５５５５

０．１８８４

０．００００

R―squared

Adjusted R―squared

S.E. of regression

F―statistic

Prob（F―statistic）

０．９９４４２１

０．９９２９６９

０．１０３３９５

２６０２３．８４

０．００００００

Mean dependent var

S.D. dependent var

Sum squared resid

Durbin―Watson stat

１１．２９２２９

１．２３３０７６

１．５６０８０７

１．２７６１６２

１４）経済主体の数が数千、数百の時はこの固定効果の報告は省略されるが、本件のように数十という例では報告されることが多い。
特に地域間の比較に関心がある場合は報告することが望ましい。
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Cross section weightingの組合せによるGLSを

行ってみよう（表１０．２参照）。

上欄に推計方法がGLS（Cross Section Weights）

であることが示されている。車両は０．２４と符号は

正である。ｔ値は１．７８でありｐ値は０．０７８である

から１０％水準で有意である。車両が１％増加する

と延べ人キロは０．２４％増えることがうかがわれる。

労働者数の係数も０．８７と正であり、１％水準で有

意である。

ウエイト付けしたGLS推計による東京都の固定

効果を見ると４．６８である。長崎県はもとより他の

全ての事業者を下回っている。東京にはバス事業

の運営を阻害する特殊要因（たとえば車両が極端

に多いことによる混雑）が存在することがうかが

われる。

下欄にウエイト付けしたR２等が報告されている

（論文ではこのウエイト付けしたものを報告す

る）。

記述統計はView／Descriptive Statisticsを選択

すると

Stacked Data（全サンプルの単純平均）、

Stacked–means removed（平均からの偏差を

取った統計）、Cross section specific（経済主体

毎の統計）、Time period specific（時点毎の統計）

がでてくる。ここから必要な統計量を選択すれば

よい。

残差についてもView／Residualsで知ることが

できる。Graphを選択すると各経済主体毎の残差

が示される（図１０．３参照）

次にb１＋b２＝１の一次同次の制約が有効かどう

かをWald検定してみよう。

View／Wald Coefficient Testsを選択し

C�１＋C�２＝１とする（固定効果モデルで定数

項が無いのでsharyoは最初の説明変数となる）。

結果はχ２統計量の値は１．２７（p値は０．２６）で

あった。このケースでは一次同時の制約が有効で

表１０．２

Dependent Variable: SEISAN？

Method: GLS（Cross Section Weights）

Sample：１９９３１９９７

Included observations：５

Number of cross–sections used：３７

Total panel（balanced）observations：１８５

Variable Coefficient Std. Error t―Statistic Prob.

SHARYO？
LABOR？
Fixed Effects
_CITY１－C
_CITY２－C
_CITY３－C
_CITY４－C
_CITY５－C
_CITY６－C
_CITY７－C
_CITY８－C
_CITY９－C
_CITY１０－C
_CITY１１－C
_CITY１２－C
_CITY１３－C
_CITY１４－C
_CITY１５－C
_CITY１６－C
_CITY１７－C
_CITY１８－C
_CITY１９－C
_CITY２０－C
_CITY２１－C
_CITY２２－C
_CITY２３－C
_CITY２４－C
_CITY２５－C
_CITY２６－C
_CITY２７－C
_CITY２８－C
_CITY２９－C
_CITY３０－C
_CITY３１－C
_CITY３２－C
_CITY３３－C
_CITY３４－C
_CITY３５－C
_CITY３６－C
_CITY３７－C

０．２４１１４７
０．８７０５３０

４．６８２７６２
５．５６４０５７
５．１６１００５
４．８９８３８９
４．８２２４０７
４．７６０９８７
４．８０８９８５
５．１３８３６８
４．７６５７９１
５．００１９１０
５．３０８１９４
４．９６１９２４
５．５８０７０８
５．０１４３５４
５．１３９４７１
４．７２２５５２
５．０４５７１８
５．１９１６９７
５．４０９９４０
４．８９３６４０
４．９９８９２０
５．０４２６０５
５．３５４０３７
５．１９００６２
５．１２１３６９
５．４２３５０８
５．３１０１９４
５．２５８６４４
５．２０８３４１
５．２９１６２２
５．３９６６５８
５．５５７６８９
５．５２７０６５
５．０２００９５
４．８１１９６２
５．２９９９１７
４．９８０７５５

０．１３５８５２
０．０７７５６２

１．７７５０６８
１１．２２３７０

０．０７８０
０．００００

Weighted Statistics

R―squared

Adjusted R―squared

S.E. of regression

F―statistic

Prob（F―statistic）

０．９９９９８６

０．９９９９８２

０．０９７９５２

１０１０４１８０

０．００００００

Mean dependent var

S.D. dependent var

Sum squared resid

Durbin―Watson stat

２８．２１３３９

２２．９５３８８

１．４００７９９

１．４５２８１８

R―squared ０．９９４２１０

Unweighted Statistics

Mean dependent var １１．２９２２９

Adjusted R―squared

S.E. of regression

Durbin―Watson stat

０．９９２７０３

０．１０５３３５

１．１９４１４０

S.D. dependent var

Sum squared resid

１．２３３０７６

１．６１９９３８
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_CITY1 Residuals
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1993 1994 1995 1996 1997

_CITY32 Residuals
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_CITY33 Residuals

－0.04
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_CITY34 Residuals

－0.04
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0.00

0.02

0.04
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_CITY35 Residuals

－0.04

－0.02

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

1993 1994 1995 1996 1997

_CITY36 Residuals

－0.15

－0.10

－0.05

0.00

0.05

0.10

1993 1994 1995 1996 1997

_CITY37 Residuals

ある。

InterceptのRandom effectsとweightingのNo

weightingの組合せによりランダム・イフェクト

モデルを推計してみよう（表は１０．３参照）。

上欄にGLS（Variance Components）として推

計方法がランダム・イフェクトモデルであること

が示される。車両は符号は正であるものの統計的

には有意ではない。労働者数の値は０．８８であり、

１％水準で有意である。この結果はLSDVによっ

たフィックスド・イフェクトモデルと共通してい

る。

ランダム・イフェクトモデルでも個別の定数項

（Random Effects）をEviewsは表示する。これ

は以下の１０．３１）式によって求められたものであ

る。

ai＝
σ^α

２

Tσ２
Σt（yit－ a^ － b^１sharyoit－ b^２laborit）

１０．３１）

ここでσ^α
２とσ^２はそれぞれ１０．２９）式と１０．２８）

式のように計算される。

＿city１６（ちなみにこれは秋田市である）が

－０．３８と最も大きな負の効果が見られる。

５ フッイクスド・イフェクトモデルとランダ

ム・イフェクトモデルの選択

（選択の考え方）

E（αixi）＝Cov（αixi）＝０であればランダム・

イフェクトモデル、E（αixi）＝Cov（αixi）≠０で

あればフッイクスド・イフェクトモデルが選択さ

れるとした。

これは経済主体（企業など）の観察不可能な固

有の要素が観察可能な説明変数と相関しないのか、

あるいは相関するするのかということでもある。

同一産業内には多くの企業が存在する。その業績

図１０．３
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は様々である。生産性の高い企業もあれば低い企

業もある。その産業の生産関数の推定を試みると

する。外部から観察不可能な要素（たとえば経営

者の資質や企業風土）が設備や資金という投入要

素と関連しなければランダム・イフェクトモデル

を選択すればよい。逆に経営者の資質や企業風土

が投入要素に影響すると考えるのならばフッイク

スド・イフェクトモデルを選択すればよい。

（Wu―Hausmanテスト）

これを統計的に検定しようというのが第７章で

取り上げたWu―Hausmanテストである。

Cov（αixi）＝０であればランダム・イフェクト

モデルは一致性をもちかつ有効性もある。これに

対しフイックスド・イフェクトモデルは一致性は

有するが有効性はない。

Cov（αixi）≠０であればフイックスド・イフェ

クトモデルは一致性を持ちかつ有効推定量である。

しかしランダム・イフェクトモデルは一致性も有

しない。そこで

帰無仮説H０：Cov（αixi）＝０の下での推定量を

b^ REとし、

対立仮説H１：Cov（αixi）≠０の下での推定量を

b^ FEとする。

両者の差 q^＝ b^ FE－ b^ REは確率極限において

H０： q^＝０

H１： q^≠０

となる。 q^の分散V（ q^）＝V（ b^ FE）－V（ b^ RE）を考

え

m＝
q^２

V（ q^）
１０．３２）

を検定する。この統計量が帰無仮説の下で自由度

ｋ（説明変数の数）のχ２分布に従う１５）。

（補助回帰による検定）

１０．２５）式をベースにして上記のHausmanテス

トをある回帰モデルから得られる１０．２５）式にあ

るcの推定量を c^ とし、

表１０．３ ランダム・イフェクトモデルの推計

Dependent Variable: SEISAN？

Method: GLS （Variance Components）

Sample：１９９３ １９９７

Included observations：５

Number of cross―sections used：３７

Total panel（balanced）observations：１８５

Variable Coefficient Std. Error t―Statistic Prob.

C
SHARYO？
LABOR？

Random Effects
_CITY１－C
_CITY２－C
_CITY３－C
_CITY４－C
_CITY５－C
_CITY６－C
_CITY７－C
_CITY８－C
_CITY９－C
_CITY１０－C
_CITY１１－C
_CITY１２－C
_CITY１３－C
_CITY１４－C
_CITY１５－C
_CITY１６－C
_CITY１７－C
_CITY１８－C
_CITY１９－C
_CITY２０－C
_CITY２１－C
_CITY２２－C
_CITY２３－C
_CITY２４－C
_CITY２５－C
_CITY２６－C
_CITY２７－C
_CITY２８－C
_CITY２９－C
_CITY３０－C
_CITY３１－C
_CITY３２－C
_CITY３３－C
_CITY３４－C
_CITY２５－C
_CITY３６－C
_CITY３７－C

５．８０３５９５
０．０９７１４５
０．８８０８３７

―０．１０７７１７
０．５５０８５３
０．１８２３４１
―０．０３９９４３
―０．０５６９７０
―０．２５３０１６
―０．０４０１８９
０．２２２９５６
―０．１２００７１
０．０５６５７１
０．１５２８８０
―０．２１６３９０
０．３７７５８０
―０．０６４２６２
０．０１７４３２
―０．３８０４０３
―０．１３４２０８
０．０５６３５２
０．２２３５５３
―０．２２３１８３
―０．２３０９７７
―０．１５８２５９
０．０７１５２３
０．１１５１３３
―０．２４６６６５
０．１４４９９４
０．０９８７９０
―０．０７０９８６
―０．０２６２９２
０．１１３３６１
０．０６９６０１
０．１８４２９６
０．３０２３２５
―０．１１２５４４
―０．２７２０５５
―０．０６２５６３
―０．１２３８４８

０．１５６３２３
０．１４３９６３
０．１３０６３７

３７．１２５６９
０．６７４７９５
６．７４２６４３

０．００００
０．５００７
０．００００

GLS Transformed Regression

R―squared

Adjusted R―squared

S.E. of regression

Durbin―Watson stat

０．９９２８５７

０．９９２７７９

０．１０４７８３

０．９６６４３９

Mean dependent var

S.D. dependent var

Sum squared resid

１１．２９２２９

１．２３３０７６

１．９９８２７５

R―squared ０．９９４２２４ Mean dependent var １１．２９２２９

Adjusted R―squared

S.E. of regression

Durbin―Watson stat

０．９９４１６１

０．０９４２２７

１．１９５１０５

S.D. dependent var

Sum squared resid

１．２３３０７６

１．６１５９３４

Unweighted Statistics including Random Effects
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y
�

it＝yit－ c^ y‾i

x
�

it＝xit－ c^ x‾i

とする。固定効果モデルの１０．１７）式の平均から

の偏差を取る形の

～xit＝xit―x‾i

とする。次の式を推計する。

～y
�

it＝a＋b
�

xit＋dxit＋残差 １０．３３）

ランダム・イフェクトモデルが正しければ新た

～に含められたxitは説明力を持たないであろう。そ

～こでｄ＝０のｔ検定（xitが複数であればＦ検定）

を行う。ｄ＝０が棄却できなければランダム・イ

フェクトモデルを採択する。

（EviewsによるWu―Hausman検定）

次にWu―Hausmanテストを行ってみよう。

先の推定はD：koutaに保存されているとする。

またパネル分析の結果はkoutaの中にkoupanと名

付けて保存されているものとする。

’作業領域を設定する

workfile a：haus u １１０００

’Dドライブのkoutaを読み込む。

load d：koutu

’全てのサンプルを用いることを宣言する

smpl @all

’フイックスド・イフェクトを推計し、結果を保

存する。

’Fixed effectsとweightingのCross section weighting

の組合せ（f、w）がオプションである。仮にウ

エイト無しを選択するのであれば（f）と変更す

ればよい。

koupan. ls（f, w）seisan？ sharyo？ labor？

’パラメータをbetaと名付けて保存１６）

vector beta＝koupan.@coefs

’分散共分散をcovarと名付けて保存

matrix covar＝koupan.@cov

’説明変数のパラメータのみを保存（b_fixed）

vector b_fixed＝＠subextract（beta,１,１,２,１）

’説明変数の分散共分散のみを保存（cov＿fixed）

matrix cov＿fixed

＝＠subextract（covar,１,１,２,２）

’ランダムイフェクトモデルを推計

koupan. ls（r）seisan？ sharyo？ labor？

’パラメータをbetaと名付けて保存１７）

beta＝koupan.@coefs

’分散共分散をcovarと名付けて保存

covar＝koupan.@cov

’説明変数のパラメータのみを保存（b_gls）１８）

vector b＿gls＝＠subextract（beta,２,１,３,１）

’説明変数の分散共分散のみを保存（cov＿gls）

matrix cov＿gls

＝＠subextract（covar,２,２,３,３）

’Hausmanテストの計算

’q^＝ b^ FE－ b^ REを計算

matrix b＿diff＝b＿fixed－b＿gls

’q^の分散V（ q^）＝V（ b^ FE）－V（ b^ RE）を計算

matrix var＿diff＝cov＿fixed－cov＿gls

m＝
q^２

V（ q^）
を計算１９）

matrix qform

＝＠transpose（b＿diff）＊＠inverse（var＿diff）＊b＿diff

’qformは非負のはず。その条件を充たす場合結

１５）説明変数がkの場合mを下記のように表現する。
m＝ q^’［V（ q^）］－１q^

ここで q^はベクトルで、V（ q^）は行列になる。
１６）betaに保存されるのはsharyo？とlabor？の推定値のみである。
１７）フイックスド・イフェクトと違って’ランダム・イフェクトを推定するとbetaに保存されるのは定数項とsharyo？とlabor？の

推定値のみである。
１８）前注で説明したようにbetaに定数項が含まれ、それに対応するものも共分散行列（covar）にも含まれるのでsubextractを利用

し、この分を取り除く。
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果を報告する

if qform（１,１）＞＝０ then

’表の作成

table（４,２）result

setcolwidth（result,１,１５）

setcell（result,１,１, “Hausman test”）

setcell（result,２,１,“（fixed versus random

effects）”）

setline（result,３）

！df＝＠rows（b＿diff）

setcell （result,４,１, “Chi–square （“＋＠str

（！df）＋“ d.f．）”,“r”）

setcell（result,４,２, qform（１,１））

setcell（result,５,１, “p―value”,“r”）

setcell（result, ５, ２, １―＠cchisq（qform

（１，１）,！df））

show result

’qformが負となる場合、Quadratic form is nega-

tiveと報告する

else

statusline“Quadratic form is negative”

endif

結果は表１０．４に示すとおりである。

χ２統計量は２．０１５である。p値は０．３６５である。

帰無仮説は棄却されず、このケースではランダ

ム・イフェクトモデルが採択される。
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１９）注１５で説明したようにmを正しく表現するために行列表現を使用する必要がある。

表１０．４ Hausmanテスト

Hausman test

（fixed versus random effects）

Chi―square（２ d.f.） ２．０１５０１７４

p―value ０．３６５１２７５
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